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オフショアリングと｢産業空洞化｣
- GAO報告を中心に-
鈴　木　直　次
は　じめに
2004年秋の米国大統領選拳において, ｢オフショアリング｣問題がひと
つの争点となったことは記憶に新しい｡ 2001年末を底に景気が回復した
と広く認められたにもかかわらず,その後2年以上にわたって雇用がほと
んど増加しなかったことから, 90年代初頭と同様のジョブレス･リカバ
リー-の懸念が高まり,それがブッシュ政権に対する批判材料のひとつと
なったのである｡今回のジョブレス(あるいはジョブロス)･リカバリー
の原因として大きな注目を集めたのは,景気回復のひ弱さ,労働生産性の
一貫した上昇などより,むしろ90年代の高成長の担い手であったIT産
業によるサービス業務の海外移転,すなわちオフショアリングにあった｡
インターネットに代表される世界的な情報技術(IT)革命に乗じて,ア
メリカの多くの企業はITの生産と利用に関わる多くのサービス業務,代
表的なものとしては,コンピュータ･ソフトの開発やコールセンター業務
(顧客に対する電話でのサービス),給与計算や会計処理などを,コスト削
減目的で,インド,中国,ロシアおよび旧東欧諸国などへ移転した｡内外
のジャーナリズムやIT関連の調査会社,労働組合,民主党系のシンクタ
ンクなどは,これによって近い将来,関連するサービス業務が米国から大
幅に失われるという予測ないし懸念を大々的に発表したのである｡
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やや振り返ってみれば,今回の｢オフショアリング｣論は,米国にとっ
て3度目の｢産業空洞化｣論に当たる｡産業空洞化論の本格的な起源は,
1970年代末のイギリスにあったが(この点については毛利健三氏の｢脱
1)
工業化｣論争に関する簡潔な整理を参照),その代表的な論客であったケ
ンブリッジ･グループの影響を受け,アメリカでも1980年代初頭に,こ
れをめぐる議論が活発化した｡もっともすでに米国では, 60年代末から
70年代初頭にかけて,米国労働総同盟産別会議(AFL･CIO)を筆頭と
する労働組合が多国籍企業による｢雇用の輸出｣を非薙し,最初の空洞化
論争の幕を切って落としていた｡組合側は,当時の米国への工業製品輸入
の急増,貿易収支悪化,失業の増加などの背景に,多国籍企業による海外
直接投資と低賃金国-の生産拠点の移動,雇用の輸出があると非難した｡
それは主として,電機･電子産業の経験を一般化したものであったが,批
判の先頭に立ったAFL ･ CIOの危機感は強く,企業の対外直接投資を規
制するバーク･--トケ法案の成立をサポートしたほどだった.
2度目の空洞化論争はすでにふれた80年代初頭のレーガン政権期に起
こった｡急激なドル高などによる価格競争力の大幅な低下によって苦境に
陥った米企業は,海外-生産拠点を移し,製品･部品の輸入を増加させる
一方,国内では,大規模な工場閉鎖と解雇を行ったと非難された｡その代
表的な論者であるブルーストーンらは,巨大企業が基幹産業部門で生産的
投資を行わず,非生産的な投機やM&A,海外投資など,資本を事業部
門･地域･国境を越えて移動させた結果, 1970年代に3200-3800万人の
雇用機会が失われたという｢非工業化｣ (de-industrialization)論を主張
したo　さらに, 80年代半ばには, 『ビジネス･ウイーク』が日本の論調か
ら影響を受け,国内の生産拠点を閉鎖ないし縮小し,海外の低賃金国から
部品や完成品(消費財,多くの産業機械,資本財)を輸入して,それに自
社ラベルをつけて販売する新しい種類の製造業企業が登場したという｢空
2)
洞化｣ (hollowing out)論を唱えて,ジャーナリズムを賑わした｡そして
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3度目が,必ずしも｢空洞化｣という表現は用いていないが,今回のオフ
ショアリング論である｡
今回の議論がとりわけ注目を集めたのは,国内雇用の輸出という前2回
と同じ量的側面のみならず,海外へと失われる仕事が従来の単純な肉体労
働にとどまらず,単純なサービス労働(クレジットカード利用の処理,ソ
フトウエアコードの書き込みなどデジタル時代の単純作業)から,より高
技能･高賃金で,イノベーションに不可欠な技術･経営技能,開発･設
計･エンジニアリング技能にまで及んでいるのではないか,との懸念にあ
3)
った｡さらに,大統領選挙が目前に控えていたこともあり,前2回にも増
して政治的な性格が強まった｡議会では,共和,民主両党の枠を越えてし
ばしば超党派で,オフショアリングを規制する法案が上程され,一部は成
4)
立したほどであった｡
ところが,華々しい論争が展開されているにもかかわらず,最も肝心な
オフショアリングの規模や影響など,その基本的な事実は現在でも必ずし
も十分に明らかではない｡どの程度の雇用が海外に失われたのか,あるい
は失われる可能性があるのか,をめぐっては民間のコンサルティングない
し調査会社を中心にきわめて多数の推計が発表されているが,その開きも
またきわめて大きく,大まかな合意すら存在しない｡一方,このような民
間における議論の沸騰に押され,連邦政府も最近ようやく事態の調査に乗
り出した｡そのなかで, 2004年半ばに会計検査院の後身である政府説明
5)
責任院Government Accountability Office (以下, GAOと略す)は, IT
および他のサービス業務のオフショアリングについて,より多くの情報を
求める5人の上院議員の要請に応じて,調査報告書Znternational Trade,
Current Government Data Provide Limited Insight into Ojfshoring of
Services , September 2004を発表した.
この報告書の目的は,ごく簡単に要約すれば,オフショアリングの規模
と米経済-の潜在的な影響を連邦政府の経済統計がどこまで明らかにして
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いるか,を吟味することにあった｡本文は50ページ程度(それに補遺が
約20頁)だが,問題-の第一次接近として有益であり,現在までの議論
の簡潔な整理を含む興味深い小冊子である｡もともと本稿の意図は,オフ
ショアリングに関する官民の従来の研究を整理し,現在の議論の地平を確
定するところにあったが,時間の決定的な不足から,すでに発表されてい
る多数の民間の調査･研究にふれる余裕はなく,せいぜいGAO報告の紹
介にとどまることになった｡以下,報告書の順序に即して,その内容を論
じたい｡
1.オフショアリングの定義と促進要因
(()定義
報告書はまず,簡単な背景説明を行った後,オフショアリングの定義,
それを促進した要因について検討する｡前者の背景説明としては,アメリ
カ企業の海外からのサービスの調達がサービス輸入になることから,その
貿易についてごく簡単にふれる｡つまり,サービス輸入はアメリカの全輸
入の16% (サービス輸出は全輸出の30%),国内サービス消費の3%を占
めるにとどまること,アメリカはサービス貿易大国であり,世界最大の輸
入国であると同時に,輸出国でもあり,巨額のサービス貿易黒字を計上し
ていることに注意を喚起する｡オフショアリングの影響を評価する場合に,
6)
無視できない数字となる(GAO, pp4-6)0
ついで後者の,定義の問題から本格的に紹介を始めよう｡ Offshoring
という用語はOffshore Sourcingに由来する,財･サービスの｢海外調
達｣を指す言葉として広く用いられている｡かつては製造業が中心だった
が,最近問題になっているのは,そしてこのGAOの報告が対象とするの
も,サービスの海外調達である.わが国では,一般に, ｢国外(海外)へ
7)
の業務委託(移管･移転)｣という意味で用いられることが多いようだ｡
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第1図　オフショアリングの定義
､　　　オフショアリング以外の理由によって　　　′′､､､､､表芸誓壷誓讐警など'国内生産と　′/′′′
和露蒜,L:畠-pq-表毎酵
(資料) GAO, p.57
しかしGAOは,多くの文献資料等を検討した上で, Offshoringという用
語には共通に受け入れられた定義は存在せず,貿易および海外投資を含む
広範囲の企業活動を指すものとして周いられていると結論付ける｡しかし
それでも,最も一般的には,アメリカの民間企業,政府機関が今まで国内
で調達していたサービスを海外からの輸入によって置き換えることを意味
するが,同時に,これより頻繁ではないが,国内におけるサービス生産お
よび関連する仕事を海外-移転することを指す場合も少なくないと指摘し
ている｡すなわち,前者は外国からのサービス輸入という企業の｢調達行
動｣の変化に焦点を当てているのに対し,後者は,米企業の｢海外投資｣
という側面に焦点を合わせたものである｡そして,この二つの行動の結果,
国内の雇用と生産が失われる(置き換えられる)というのがオフショアリ
ングの最も一般的な定義として流布していると述べ第1図を示す｡つまり
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GAOは,広く見られるオフショアリングの用語法を｢サービスの輸入｣
と｢アメリカの海外投資｣, ｢置き換えられた国内生産と雇用｣という3つ
の事象の組合せとして整理し,図のAとBで示される領域に含まれる行
動がオフショアリングの最も一般的な定義であることを示した｡やや機械
的な整理とも思われるが,わざわざこれを示した背景には,輸入の増加や
海外投資,さらにはこの両者の組合せが,必ずしも国内の生産と雇用の削
減につながらないケースもあるが(図のC～E),これらもオフショアリ
ングとして論じられているという用語法の暖昧さを指摘したいためであろ
う｡
いまひとつ, GAOはオフショアリングとアウトソーシング(業務委
託)とを区別すべきであると主張している｡すなわち, GAOによれば,
オフショアリングはサービス調達先が｢海外｣企業という, ｢国境｣を基
準とした分類であるのに対し,アウトソーシングは国内外を問わず,調達
先が｢独立の非系列｣企業であるという,資本関係を重視した分類である
という｡オフショアリングには,自社の海外子会社と資本関係のない独立
の海外企業の両者からのサービス購入が含まれるが,このうち,前者はオ
フショア･イン-ウスinhouse (社内)ソ-シングであり,アウトソーシ
ングではないということになる｡
確かに,かつてオフショアリングはアウトソーシングと同義のものとさ
れてきたが,最近では,アウトソーシング先が自国内か,自国外かによっ
て一国経済への影響も異なるという認識が生まれ,この両者を区別するこ
とが一般的になった｡そこで, ｢国境を越えたアウトソーシング｣をオフ
8)
ショアリングと定義する説も現われた｡ GAOの上の定義からすると,こ
れは海外子会社からの購入がイン-ウス･ソ-シングであることを無視し
た,誤った定義ということになるが,アウトソーシングの定義をそこまで
厳格にする必要があるか否かは明らかではない｡業務の外部委託というア
ウトソーシングの一般的な意味のうち, ｢外部｣の範囲が会社の所在地
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(国)と資本系列の双方を含むといっておけば足りるかもしれない｡
海外から輸入される最も代表的なサービスにはソフトウエアの開発･設
計,電話コールセンター･オペレーション,会計･給与計算などのほか,
医療記録の文書化,弁護士補助サービス,ソフトウエアの調査･試験など
がある｡これらの仕事はデジタル化され,遠隔地でも実行可能であり,そ
の製品の納入には最新の先端的通信技術が利用される｡デジタル化,標準
化,工程の分離可能性などの属性に加え,フェイス･トゥ･フェイスの顧
客サービスを要しないような仕事が概してオフショアリングに適している
という研究もある｡このようにオフショアリングの対象となるのは, IT
産業におけるサービスが中心だが, ITが可能にした仕事,例えば,ビジ
ネス･金融,事務･管理補助,医療記録などの各職務もその対象になりや
すい｡製造業のオフショアリングと比べると,必要とされる資源,スペー
ス,機器の必要性が少ないことから,サービスのオフショアリングはより
単純であり,より急速に進むであろうとの観測をGAOは紹介している｡
以上が, GAOによるオフショアリングの定義の紹介だが,見られると
おり,そこで積極的な定義付けの主張が行われているわけではない｡しか
し,叙述を整理してみると,オフショアリングとは,今まで国内で調達さ
れてきたIT関連サービスなどを海外(子会社あるいは独立の会社)から
購入し,その結果,国内の雇用と生産が代替される現象を示すと要約でき
るであろう｡このかぎりでは,アウトソーシングという言葉を厳密に用い
るのでなければ,わが国でもごく一般的に周いられている周法だと言って
よいであろう｡
(2)促進要因
それでは,オフショアリングが促進された原因はどこにあったのだろう
か｡ GAOは,この問題は比較的よく知られていると述べているが,事実,
報告書にあげられた要因は一般的なものが多い｡大別すると,最近の情報
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技術(IT)革命と発展途上国や市場経済移行国における高等教育の発展
により,仕事の海外移転が可能になったこと,ならびに米国企業の側でそ
の機会を利用して利益を得ようという期待が高まったことの2つが指摘さ
れている｡
まず最初のIT革命(ならびにテレコム産業の最近の発展)という技術
的要因については,ルーティングやスイッチング技術など情報通信能力の
改善によって,グローバルな音声･データ,インターネット通信の信頼性
とサービスが向上したこと,また,グローバルな通信インフラストラクチ
ャの成長により,途上国も外国と低コストでコミュニケーションできる能
力を獲得できるようになったこと,そして, 1990年代初頭以降のグロー
バルなデータ通信コストの低下により,オフショアリングがコスト面から
可能になったことなどがあげられた｡この他のIT技術革新,例えば,ビ
ジネス･アプリケーションやネットワーク･プロトコルの標準化が進んだ
こともシステムの相互運用性を高めてオフショアリングを促進し,さらに,
インターネットでつながったパソコンの世界的な拡大は,暗号化によって
セキュリティを高めた専用線を通ずる文書の共有と送信をも可能にした｡
ついで,途上国を中心に人材育成が進み,高学歴･高技能労働者や彼ら
が作った企業など優秀を頭脳を活用することが可能になった｡例えば,イ
ンドでは最近の1年間(2003-04年度)にIT関連の工学分野で約14万
人の大卒者を輩出したという｡また,これら海外の優秀なソフトウエア開
発者やマネージャーなどIT技術者の活用により,米国の多くのメディ
ア･出版企業は開発プロジェクトの効率化に成功した｡実際,最近では,
少なからぬ外国企業が世界的に見て優秀なソフトウエア会社に認定されて
9)
いる｡
オフショアリングを促進したいまひとつの理由は,米国企業がビジネス
上のさまざまな利益の獲得を期待したことにあった｡その最大のものは,
いうまでもなく,コスト削減であった｡競争の激化と顧客の画期的な製品
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を求める需要の増大のなかで,企業はとくに内部費周,販売,一般,管理
費用の削減を求めてオフショアリングに走った｡アメリカと途上国間の賃
金格差がきわめて大きなことは各種の調査結果から明らかだが,例えば,
中国-会計,顧客サービスを移転した会社は,これらを東京,ロンドン,
シカゴにとどめた場合に比べ,労働コストを30-50%削減できる可能性
があるとされた｡また,.アメリカのプログラマーの時給はインドの3倍に
達し,米大手のeビジネスソフトウエア会社では,上級開発者を海外で雇
用することによって, -人当たり40-45%の人件費を節約できたといわ
れた｡いまひとつのビジネス上の利益は,時差に対応したオフショアリン
グ拠点を世界的に確保することによって,全世界の顧客に対し週7日･ 1
日24時間無休のサービスを提供できることであった｡
しかし,オフショアリングにもいくつかのリスクが存在する｡ GAOが
指摘するのは,まず第1に,オフショアリングを行うには海外事業のため
の追加費用,例えば,高速通信網の構築やソフトウエア･ライセンスの取
得費,旅費などを要するが,これらに理解が乏しく,また,環境変化によ
ってこれらのコストが変化することを考慮に入れていない企業は期待した
コスト削減の成果を上げられない,第2に,進出国の政治的安定性や知的
財産権の適切な保護などの法律システムに加え,その国の文化的な特徴に
も十分配慮する必要があった｡とくに,従業月の就業態度や発音のアクセ
ント,祝祭日のスケジュールなどでの米国との相違が重要であり,海外の
コールセンターや顧客サービスの際に,独特のアクセントが米国の顧客の
信頼感を得られない一因となったこともあった｡最後に,改善されたとは
いえ,途上国に特有なエネルギーや電話,ネットワークの中断などインフ
ラ上のリスクが存在することも指摘された(GAO, pp.7-15)0
最近では,この点を強調する調査も多い｡すでに引用した『ビジネスウ
ィーク』の記事は,重要な研究開発とバックオフィス業務は安全性の観点
から,また,顧客とフェイス･トゥ･フェイスな接触が要求される分野も
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国内にとどめる傾向にあると指摘している｡また,初期のグローバリゼー
ションにおいて,コアビジネス-のコントロールが失われたり,相互調整
がきわめて困難であったりしたため,結局は,製造,設計作業を本国に送
還した企業も少なくなかったが,その二の舞となる可能性もささやかれて
いる｡事実,グートナーの調査では, IT作業を海外にアウトソーシング
した900の大企業の大半がコミュニケーション不足と納期の遵守に不満を
かかえており,したがって,これから数年はサービス労働のアウトソーシ
ングを始めてもつまずきが起きるだろうと予測している｡また,研究開発
の海外移転については,海外の生産性の低さや知的財産の流失,本国研究
10)
者たちのモラルの低下など,さらに大きなリスクが意識されている｡
2.オフショアリングの規模
このように,オフショアリングをサービス輸入,直接投資そして国内雇
用の代替という3つの事象の組合せから定義することによって, GAOは
連邦政府統計がその規模をどこまで明らかにしているかを探る｡対象とな
る経済統計は,サービス貿易と対外直接投資である｡
(l)貿易統計
多くの民間調査機関やジャーナリズムが主張しているように,オフショ
アリングが大規模に展開されているとすれば,これに関連するサービスの
海外からの輸入は増加しているに違いない｡そこでGAOはまず,米国-
のサービス輸入の実態を吟味し,これにオフショアリングの影響がどこま
で認められるかを検討しようとした｡以下では, GAOが利用している商
務省経済分析局の原統計(Bureau of Economic Analysis, Zntemational
Service : Cross-Border Trade 1986-2003)にさかのぼって補足しなが
ll)
ら,その分析を紹介しよう｡
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商務省経済分析局が発表しているサービス貿易統計によると,まず,氏
間のサービス貿易は5つの小分類, ｢旅行｣ ｢旅客運賃｣ ｢その他運輸｣ ｢特
許等使用料｣ (ロイヤリティとライセンス)そして｢その他民間サービス｣
から構成されるが(第1表),このうち, ｢その他民間サービス｣がオフシ
ョアリングに関連する多くのサービスを含んでいる｡その輸入金額は
1997年の430億ドル余から2003年には850億ドルへ約2倍に増加し,サ
ービス輸入全体の伸びを大きく上回った(その後の統計数字の改訂により
GAOの報告書に用いられている数字とは異なる｡以下も同じ)0 ｢その他
民間サービス｣はさらに, ｢教育｣ ｢金融サービス｣ ｢保険サービス｣ ｢通
信｣ ｢経営･専門･技術サービス｣ ｢その他サービス｣の6つ-と細分化さ
れるが,最後の｢経営･専門･技術サービス｣がオフショアリングと最も
関係が深い｡その輸入金額は｢その他民間サービス｣全体とほぼ等しく,
97年から2003年までに約2倍に増加した｡とくに,オフショアリングが
大きな注目を集めた2001年から03年までの期間をとると,上の2項目
(｢その他民間サービス｣と｢経営･専門･技術サービス｣)はいずれも30
%近く増加し,サービス輸入全体のなかで抜きんでた伸びを示している｡
こうして,この時期には,オフショアリングに関連するサービス輸入が増
えたことは間違いないとGAOも認めた｡
ついで, ｢経営･専門･技術サービス｣は, ｢コンピュータ･情報サービ
ス｣ ｢経営･コンサルティングサービス｣ ｢研究･開発･試験サービス｣さ
らに｢会計･監査･簿記｣以下の,多数のオフショアリング関連サービス
業務に紳分類される(第2表)｡すでに第1表に明記されているように,
民間サービス輸入の統計は,資本関係のある,いわば企業内取引を指す
｢関連会社｣間の取引と,資本関係のない,独立企業間での｢非関連会社｣
闇取引に分けて発表されている｡第1表の｢その他民間サービス｣,第2
表の｢経営･専門･技術サービス｣のいずれの統計も同様だが,後者につ
いて｢関連会社｣取引の金額が得られるようになったのはようやく97年
230
第1表　民間サービスの輸入額
(百万ドル)
1997 ????001 ??"?003 ?????ﾉ?+yzb?
絵額 ?S?ピb?08,560 ??ﾃs#?210,926 ?#づ#??0.9% 
(内訳)関連会社 ?#rﾃ?"?66,848 ?c"ﾃ?"?63,494 ?sRﾃs??.4% 
非関連会社 ?BﾃssB?1,712 鼎2ﾃSッ?7,432 鉄"ﾃS??0.5% 
旅行 鉄"ﾃ?R?4,705 田?#??8,044 鉄bﾃc??6.0% 
旅客運賃 ?づ??24,274 ?"ﾃc32?9,969 ??鉄r?7.4% 
その他運輸 ?づ鉄?41,425 ?づc??8,407 鼎Bﾃsc?15_7% 
特許等便商科 湯ﾃ??16,468 ?bﾃS3?19,235 ????21.2% 
その他民間サービス 鼎2ﾃScr?1,688 田rﾃcsR?5,271 塔Rﾃ??26.8% 
(内訳)関連会社 ?Rﾃ鼎"?2,912 ?rﾃ??43,423 迭?ﾃ33"?3.0%. 
非関連会社 ?rﾃc#R?8,776 ?津イR?1,848 ?RﾃC途?8.9% 
教育 ?ﾃ3澱?,031 ?ﾃ#S?2,451 ?ﾃc澱?9.8% 
金融サービス 澱篥?r?l,664 ??ピ?9,123 湯ﾃ?b?9.5% 
保険サービス 迭篥ン?22,116 ?bﾃs??2,116 ?bﾃs??.0% 
通信 唐ﾃ3Cb?,428 釘ﾃss?4,647 釘ﾃs湯?.6% 
経営.専門.技術 サービス ??##r?0,642 ?"ﾃC3?36,159 蔦C?イ2?5.9% 
(資料)米経済分析局(http : //www.bea,gov/bea/di/1001/serv/intlserv.htm)
(2005.1.6)
に過ぎない｡しかも,その小分類の一部の項目は, 2001年になって初め
て合計金額が得られるようになったし,さらに｢その他の経営･専門･技
術サービス｣に含まれる｢会計･監査･簿記｣以下の各項目は現在でも非
関連会社間の取引の数字のみが得られるに過ぎない｡これらの項目におい
ては,関連会社間の取引の方が圧倒的に大きいと想定されるから,その数
字が得られないことはサービス貿易の検討にとって重大な欠陥になってい
る｡
このような限界を念頭に置きながら,第2表の数字を見ると,やや長期
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第2表　経営･専門･技術サービス輸入の内訳
(百万ドル)
199.7 ???2001 ??"?003. ?????ﾉ?+yzb?
給額 售#?##r?0,642 ?"ﾃC3?36,159 鼎?イ2?5.9% 
関連会社 ?Bﾃ??21,669 ?2ﾃ?"?26,542 ?津ャ2?9.1% 
非関連会社 澱ﾃC??,973 湯ﾃ#途?,617 ??田?キ7.9% 
(内訳) 
コンピュータ.情報サー ビス ?ﾃScB?,435 釘ﾃc??,673 迭ﾃ??13.0% 
関連会社 塔??,60P ?ﾃ??2,900 ?ﾃ3??7.9% 
非関連会社 都cB?,835 ?ﾃ??1,773 ?ﾃン?5.4% 
経営.コンサルティング サービス 問??n.a. ?ﾃc3?3,098 ?ﾃS途?6.8% 
関連会社 茶??2) ?ﾃ??2,200 ?ﾃS??8.9% 
非関連会社 田ビ?02 塔3?898 ?ﾃ?r?2.2% 
研究.開発.試験サービ ス 問??n.a. ?ﾃC#R?,411 ?ﾃャR?9.0% 
関連会社 茶??2) ?ﾃs??,500 ?ﾃc??5.9% 
非関連会社 鉄cB?87 都#R?11 ?ﾃ#コ?7.2% 
その他の痘営.専門.技 術サービス ?rﾃ3cR?3,487 ??c3?24,959 ?づ#s?30.7% 
関連会社 ?2ﾃ?"?8,026 ?Rﾃャr?9,105 ??s途?7.2% 
非関連会社 釘ﾃ#??,461 迭ﾃsC2?,854 澱ﾃC??2.9% 
(非関連会社間取引のみ) 
会計.監査.簿記 ?s?531 鉄??468 鼎S?-9.5■% 
広告 都s2?09 ?ﾃ?r?28 塔澱?12.8% 
法務サービス 鉄3?742 塔??40 都??12.7% 
建築一工学.その他 問??18 田b?27 ?3?109.1% 
サービス輸入総額 ?S?ピb?08,560 ??ﾃs#?210,926 ?#づ#??0.9% 
(1)関連会社間の取引を分離して取り出すことはできず,これは｢その他の民間サービ
ス｣ (第1表)の｢関連会社｣に含まれている｡
(2) ｢その他の経営･専門･技術サービス｣に含む｡
(資料)第1表に同七｡
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にわたってまとまった統計がとれる｢コンピュータ･情報サービス｣輸入
は1997年から03年までの間に3.3倍ときわめて大きな伸びを示している
ことがわかる｡しかし,オフショアリングが注目され,より多くの項目に
ついて総額が得られるようになった2001年から03年までの数値を追うと,
｢経営･コンサルティングサービス｣輸入が最高の約40%, ｢その他の経
営･専門･技術サービス｣が30%という高い伸びを示した他は, ｢研究･
開発･試験サービス｣が約20%, ｢コンピュータ･情報サービス｣の伸び
は他よりもかなり下回る13%程度というやや意外な結果がみられた｡最
後に, ｢その他の経営･専門･技術サービス｣のなかでは,非関連会社間
の取引の数字のみだが, 2001年から03年の間には, ｢建築･工学･その
他｣のめざましい増加を除くと,他の3つの輸入はいずれも減少していた｡
以上のサービス輸入統計から判断すると,オフショアリングに関連する
サービスの輸入が2001年以降増加したことはほぼ疑いない事実と言って
よい｡しかしなお2つの問題がある｡第1は,統計上の欠陥であり,すで
にふれたように,肝心の｢その他の経営･専門･技術サービス｣を構成す
るいくつかの主要な項目では,金額から見てより重要な関連会社間の取引
の統計が得られなかった｡第2に,より基本的な問題は,このサービス輸
入のうち,どの程度まで,従来,国内で調達されていたかが特定できない
ことだとGAOは結論付けた｡
サービス輸入統計からは,ある程度まで,貿易相手国を知ることができ
る｡実際,オフショアリングで主として問題になるのは,インドなど東ア
ジアや旧東欧諸国であり,これら地域からオフショアリングに関連するサ
ービス輸入が増えていれば,その実態を明らかにする手がかりとなるであ
ろう｡しかし,結論から言えば,ここにも統計上の大きな限界があった｡
国別のサービス輸入データは,規模の大きな関連企業間での取引について
は得られず,非関連企業間の取引についてのみ得られるに過ぎない｡した
がって,オフショアリングに関連するサービス輸入を国別に明らかにする
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という作業には,最初から大きな限界がつきまとっているのである｡
しかしそれでも,オフショアリングに最も関連ある｢経営･専門･技術
サービス｣ならびに｢コンピュータ･情報処理サービス｣の2つのみ取り
出して,非関連会社間での取引の地域別内訳を見ると,第3-4表の通り
である｡まず｢経営･専門･技術サービス｣全体では,輸入の中心はカナ
ダ･ヨーロッパという先進地域にあり,全体の約70%を占める｡焦点と
なっている｢アジア･太平洋地域｣ならびに｢インド｣の比重はなお低い
第3表　経営･専門･技術サービス輸入(非関連会社間取引)の地域別内訳
金額(百万ドル) 劔構成比 
2000 ???2002 ??2?001 ??2?
カナダ ?ﾃs#b?,073 ?ﾃ#cr?,786 ?"?R?5.4% 
ヨ一口ツ′ヾ ?ﾃC#"?,078 ?ﾃ都"?,378 鼎2纈R?9.9% 
77ンス ???05 ?SR?73 ??2R?.4% 
ドイツ 鼎C?403 鼎32?94 釘?R?.5% 
イギリス ?ﾃCCB?,937 ?ﾃcS?1,834 ??３?6.7% 
東ヨーロッパ ???50 ?途?58 ?縒R?.4% 
ラテンアメリカ 鉄C?697 都#?872 途絣R?.0% 
ブラジル ???47 ?CB?66 ?綯R?.5% 
メキシコ ?SR?81 ???60 ?纈R?.4% 
アフリカ ???63 ?3R?40 ?纈R?.1% 
中東 ?c?289 ?cR?55 ??R?.2% 
アジア.太平洋 ?ﾃsモ?,795 ?ﾃ??2,227 ?偵2R?0.3% 
オーストラリア ?c2?85 ?唐?30 ??R?.1% 
中国 ???0 ?C?137 ?纈R?.3% 
インド ???00 ?C?420 ??R?.8% 
日本 都??33 田#r?19 澱繧R?.7% 
絵額 唐ﾃ都2?,297 湯ﾃc??0,960 ???R?00.0% 
(資料)第1表に同じ
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第4表　コンピュータ･情報サービス輸入(非関連会社間取引)の地域別内訳
金額(百万ドル) 劔構成比 
2000 ???2002 ??2?001 ??2?
カナダ ?ﾃ#ヲ?,134 白ﾃ?2?,004 田2?R?2.9% 
ヨ一口ツ′ヾ ???09 ?cb?15 ?"縒R?1.9% 
フランス ?b?7 鉄?18 ?縒R?.9% 
ドイツ ?R?3 ?R?2 ??R?.3% 
イギリス ?3R?53 ?SB?45 唐絣R?.6% 
ラテンアメリカ 迭?6 ?2?9 ?纈R?.0% 
アジア.太平洋 ???15 ???47 免ﾂ纈R?3.6% 
インド ?3R?24 ?c?330 澱纈R?7.4% 
日本 ??25 ?r?7 ?紕R?.9% 
フィリピン ??29 ?R?7 ?綯R?.4% 
香港 釘? ?2?3 ??R?,7% 
総額 ?ﾃ?R?,800 ?ﾃss2?,898 ???R?00.0% 
(資料)第1表に同じ
が,いずれもわずかながら上昇している｡このほか,東ヨーロッパ,ラテ
ンアメリカなどもブラジルを除けばそう注目すべき存在ではない｡しかし,
｢コンピュータ･情報サービス｣のみの輸入をみると,インドのシェア上
昇ははるかに明確であり,とくに2003年の増勢はめざましい｡ヨーロッ
パ全体に迫るシェアである｡インドからの輸入増の大半は,表示していな
いが, ｢コンピュータ･情報サービス｣の細分類である｢コンピュータ･
12)
データ処理サービス｣にほぼ帰せられ,その輸入金額は97年のわずか
800万ドルから2000年には1億3000万ドル余のピーク-と急増したが,
2001年には減少した｡これはコンピュータの2000年問題を回避するため,
米国の企業がコンピュータプログラマーの不足からコードの修正作業を主
としてインド企業に委託したためだとされている｡しかし, 2001年には
ITバブルの崩壊や景気後退の影響を受け,輸入はむしろ低迷した｡ 2003
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年にはインドからの輸入は急増した反面,この輸入先として従来,圧倒的
13)
な規模を誇ってきたカナダ,ヨーロッパはやや低迷している｡
このように,サービス貿易統計からは, ｢コンピュータ･情報サービス｣
を中心に,インドからの輸入が急増したことが明らかになった｡むろん,
すでにふれたように,この統計はオフショアリングに関連するサービス輸
入の全貌を尽くすわけではない｡しかし,本稿と同様に,アメリカのサー
ビス貿易を分析した『通商白書』もインドが｢米国との関係でも世界全体
との関係でもオフショア･ソ-シングの供給源として位置を高めている可
14)
能性がある｣と指摘したことは適切なように思われる｡
最後にGAOは,サービス貿易全体の傾向について注意を促している｡
すなわち,アメリカのサービスの輸入は増加傾向にあるが,輸出はこれよ
りもさらに大幅に増加し,全体としては黒字を増加させている｡とくに,
オフショアリングに最も関連ある｢経営･専門･技術サービス｣の貿易で
すら,非関連会社間の取引のみだが,輸出入とも増加し,貿易黒字は増加
しているのである(GAO, pp.15-23).
(2)海外直接投資統計
オフショアリングの規模を把握する第2の手がかりは,商務省の直接投
資統計に求められた｡しばしば論じられるように,国内生産されていたサ
ービスが海外子会社へ大規模に移転されたのであれば,少なくともその一
部は,米国の海外直接投資統計に反映されるであろう｡すなわち,インド
を筆頭とする途上国向けの情報関連サービス産業の直接投資は急増し,莱
系多国籍企業の本社と子会社との間における雇用や資産の配分に重大な変
化が生ずるとともに,海外子会社の本社向け販売高も増えるに違いないか
らである｡
そこで, GAOはまず米国の海外直接投資統計から,近年の投資先の変
化を見る(第5表)｡米国の直接投資先が伝統的にカナダ･ヨーロッパな
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どの先進国中心であったことはよく知られているとおりだが,この構図に
は最近でも変化がなく, 2002年で両者は直接投資残高全体の約60%を占
めた｡他方,発展途上国における投資残高の増加は,概して先進国向けを
上回り,とくに,オフショアリング･サービスの主要供給国と見なされる
第5表　米国の主要な直接投資先とその業種別構成
投資残高 劍ｼh顥¥ｨ5h4h4?R?
lo備 米ドル ??h4h4?３?1999- 2002の変 化率(%) ?ｹ?ｼb?﨣?Y業 ?ｩnR驅?ｧr襍ｨ??
全世界 ?ﾃS#?100 ?R?6 釘? 
カナダ ?S2?0.03 ??44 ?? 
ヨ一口ツノヾ 都途?2.4 ?r?5 迭? 
EU 都??6.02 ?B?7 澱? 
東欧 ?r?0.9 ?R?2 釘? 
イギリス ?SR?6.79 ??19 唐?.a. 
アイルランド 鼎"?.74 田b?2 ?b?.a. 
アジア.太平洋 ?s?17.75 鼎"?7 ?? 
日本 田b?.32 ??19 釘?2 
シンガポール 田?4.03 ?途?8 ??.a. 
香港 ?b?.35 鉄r? ?? 
中国 ??0.68 湯?0 ?? 
マレーシア 湯?.56 ??70 ??.a. 
フィリピン 釘?.27 ?b?0 ?? 
インド 釘?.24 鉄B?8 ?? 
ラテンアメリカ ?s"?7.91 途?7 ?? 
メキシコ 迭繧?.82 鉄b?3 問??1 
ブラジル ?"?.09 蔦??4 ?? 
(注)a:マイナス
(資料) GAO, pp25, 64-66.
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インド,マレーシアなどでは1999年から2002年までの間に,全体の25
15)
%増をはるかに上回る, 54%, 38%の伸びに達した｡しかし,その投資全
体に占めるシェアは相対的に小さく,わずか数%を占めたに過ぎない｡し
かもこれらの国々に対する米国の投資は製造業に集中し,情報産業や専
16)
門･科学･技術サービス産業-の投資はごく限られたものに過ぎなかった｡
その結果,米国系多国籍企業における本社と海外子会社との間の雇用や
資産の配分にも大きな変化は生じなかった｡ 1991年から2001年の雇用の
平均増加率は,低賃金国が7%と高賃金国の3%を大きく上回ったことは
事実だが,多国籍企業の雇用全体(2001年)をみると, 71%を米国親会
社が占め,海外先進国は19%,途上国の割合は10%に過ぎない(第6
表)｡また,総資産に占める割合でも途上国は4%にとどまった｡さらに,
多国籍企業の過半所有の海外子会社(Majority-Owned Foreign Affili-
ate)の売上高の内訳を見ると,イスラエル,バミューダ,バルバドスの
子会社を除けば,本国(米国)向けの輸出は仝販売額の15%以下に過ぎ
ず,その大半は当該国および第3回に向けられていた｡すなわち,米国企
業が海外におけるサービスの生産のために途上国-新規投資を大幅に増加
させ,現地生産されたサービスを大量にアメリカへと逆輸入したという関
ihF
係は,海外投資統計からは明らかではないというのが結論であった
(GAO, pp.24-28)0
以上のGAOの議論そのものについては,ほぼ首肯できるように思われ
る｡しかし, 100年以上にもわたるアメリカの直接投資の歴史のなかに,
この数年間のオフショアリングの影響を読みとり,それを評価するという
手法にはかなり無理があるように思われる｡オフショアリング向け投資が
急増したとしても,それがわずか数年で米国の直接投資残高全体や雇用,
資産の地域･産業分布に大きな変化をもたらすとは考えにくい｡むしろ,
問題にすべきは,最近における変化の傾向であろう｡そこで, GAOの典
拠となった統計にさかのぼり,本報告書で論及されなかった事実を補足し
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第6表　米系多国籍企業の雇用分布
1999 ???2001 ???h4h4?
仝MNC雇用(世界) ?"ﾃ##r?3,598 ?2ﾃ##b?00% 
米国親会社 ?2ﾃ?r?3,885 ?2ﾃCS?71 
仝外国子会社 湯ﾃ##?9,713 湯ﾃssb?9 
先進国 ?6,269 澱ﾃ3C?19 
EU ?ﾃCsB?,684 ?ﾃs3R?l 
イギリス ?ﾃ?"?,272 ?ﾃ#?? 
アイルランド 塔b?3 塔?a 
カナダ ?ﾃ?2?,162 ?ﾃ?b? 
日本 ?湯?44 鼎迭? 
シンガポール ?#?123 ??? 
オーストラリア ???22 ??? 
香港 涛?100 涛2? 
発展途上国 ?3,444 ?ﾃC#r?0 
メキシコ 涛迭?,066 ?ﾃ?r? 
ブラジル 鼎#"?15 鼎?? 
中国 ?釘?93 ??? 
マレーシア ?#?132 ?#?a 
ポーランド 都"?4 都r? 
フィリピン 塔R?6 塔"? 
インド 涛r?00 ??? 
(注) a:1%以下
(資料) GAO, pp. 26-27.
ながら,この点を確認しておこう｡
当面の目的からすると,まず必要なのは産業別の投資趨勢である｡第7
表では,オフショアリングに関連ある2つのサービス産業の投資残高と毎
年のフロー金額を取りあげたが, 2001年～03年の投資残高の変化を見る
と, ｢専門･科学･技術サービス｣産業の｢経営･科学･技術コンサルテ
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イング｣ ｢コンピュータシステム設計･関連サービス｣が製造業を大幅に
上回る増加を示し,また, ｢情報産業｣のなかの｢データ処理サービス｣
についてもほぼ同様なことが言えた｡フローで見ると, 2001-02年には,
リセッション等の影響を受け,投資金額が減少したが, 03年には大幅に
回復している｡これら産業の投資規模は確かに小さいが,伸び率がきわめ
て高いという事実は明らかである｡本来ならば,これらの産業別投資の国
別統計を得たいが,手元の資料では, ｢情報産業｣ ｢専門･科学･技術サー
第8表　専門･科学･技術サービス産業の海外直接投資残高
(百万ドル)
1999 ???2001 ??2?001-03 増加率 
カナダ ?ﾃ??1,895 ?ﾃScB?,035 ????
ヨ一口ツ′ヾ ?Rﾃ?b?7,709 ????21,051 釘綯R?
アイルランド ?ﾃScr?,469 ?ﾃ#S?1,655 ??RR?
イギリス 澱ﾃcC?7,660 免ﾂﾃ#??,794 蔦??R?
東ヨーロッパ 鼎sb?52 ?迭?78 鼎"綯R?
ラテンアメリカ ?ﾃss?3,473 ?ﾃ?b?,555 蔦Cr?R?
ブラジル 涛c?1,243 ?Cr?15 都r?R?
メキシコ 田??53 鉄3?442 蔦?繝??
アジア.太平洋 唐ﾃc??,350 湯ﾃ?2?4,744 田2綯R?
中国 ???45 ?#?93 蔦#2?R?
インド ?SR?58 ???46 ?#?BR?
日本 ??#??,388 迭ﾃcCb?,101 田?"R?
シンガポール 鼎c"?95 鼎#?n.a_ 問?ﾂ?
香港 烹?77 鉄??,122 涛2?R?
フィリピン 烹?4 蔦?-9 門??
総額 ?津田?32,868 ?Bﾃ3??0,599 ?ゅ2R?
(注) d :個別企業のデータの開示を避けるため未発表｡
(資料) Survey of Current Business, Sep. 2004, Sep. 2003より作成｡
オフショアリングと｢産業空洞化｣　　241
ビス産業｣ともに大分類のものは得られるが, ｢情報サービス･データ処
理サービス｣など小分類の国別内訳は不明であり,あらためてより詳細な
統計を探る必要がある｡さしあたり, ｢専門･科学･技術サービス産業｣
の海外投資先のみを見ると(第8表),伸び率では,最大の投資先である
ヨーロッパが低迷する反面,アジア･太平洋地域とくに日本の伸長がめざ
ましく,金額ははるかに下回るが,香港やインド,ブラジルの伸びも大き
18)
い｡以上,インドやその他の東アジアの国々に対し,オフショアリングに
関連する米国の直接投資が規模は小さいが,急速に増えているという面は
示された｡しかし,産業および地域分布について統計上の限界があり,多
くを述べることは不可能ではある｡
3.オフショアリングの影響
オフショアリングについて最も関心が高い事柄は,それがどの程度まで
国内の雇用を失わせたか,という問題である｡そこでGAOは,労働市場に
関する連邦政府の統計を取りあげ,オフショアリングと国内雇用･賃金な
どとの関連を吟味する｡対象となるのは,労働省の大量レイオフ調査(Mass
Layoff Survey : MLS) ,産業別(Current Employment Statistics : CES)
および職業別(Occupational Employment Statistics : OES)の雇用･賃
金統計である｡ GAOによれば,これらのデータは雇用の趨勢に関する広範
な情報を提供しているが,その変化の原因を特定するようには意図されて
いない｡このため,オフショアリングの雇周への影響を直接的に明らかに
するものではないが, MLSはその手がかりとなる情報を提供しているし,
他のいくつかの統計もオフショアリングの背景を理解するには役に立つと
いうのがGAOの結論である｡
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(I)大量レイオフ調査(MLS)
レイオフに関する最も代表的な調査は,よく知られているように,労働
省労働統計局(Bureau of Labor Statistics : BLS)が四半期毎に発表し
ている大量レイオフ調査(MLS)である｡ MLSは州の失業保険データをベ
ースに,大規模な雇用削減について調査した全国プログラムだが,対象と
なるのは連続する5週間内に,少なくとも50人の従業員が新規失業保険申
請を行った事業所である｡州当局者はこのような事業所に対して,失業期
間が30日以上に及んだか否かを質問し,もし,その答えがyesである場合
19)
(ExtendedMass Layoff)には人数と理由を尋ねる｡州政府は与えられた
理由の回答を25以上のレイオフの原因を示すリストにあてはめ,最も近い
ものを選ぶ｡ 2004年以前には,そのひとつとの選択肢として, ｢海外への再
配置｣ (overseasrelocation)という原因が含まれていたから,ここからオ
フショアリングの影響を把握することが可能であった｡
さらに2004年1月にBLSはオフショアリング関連データの収集強化の
ため,季節的要因以外の原因でレイオフを行ったと回答した事業主に対し,
｢職場の移動｣ (movement of work)ないし｢職場の再配置｣ (relocation
of work)がレイオフの原因となっているか否かを尋ねる独立の設問を設け
た｡そして, yesと答えた事業主に対してはさらに,それが同一会社内か外
か,国内か国外か,に回答を求めた｡ GAOは,この変更がオフショアリン
グ関連情報の収集にとって大きな前進であると評価している｡
MLSのデータは雇用主に対するインタビュー調査に基づいているため,
オフショアリングについて直接かつタイムリーに情報を収集できるという
メリットがある｡反面,調査範囲についていくつかの重大な限界があり,
全米のレイオフを十分には把握していないので,オフショアリングを原因
とする失業の把握についても十分ではないとの評価もある｡すなわちまず
第1に,この調査は従業員50人未満の小規模な事業所と50人未満の小規
模なレイオフを対象としない｡このため, 2003年に調査の対象となったの
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は全米の事業所の4.6%,従業属の約60%に過ぎなかった｡第2に,雇用
主の中にはレイオフの理由に関する情報提供を嫌がるものもあり, 2004年
の第1四半期には大量レイオフを行った事業所の7.2%が調査への参加を拒
否した｡最後に, 2004年以前の調査では,オフショアリングについて独立
の質問が設けられなかったため,これに基づくレイオフが他の理由(｢金融
難｣ ｢企業所有権の変化｣ ｢会社内の再編成｣など)に含まれてしまった可
能性があることをBLS当局者も認めている｡
このような限界は確かに認められるものの, MLS統計がサービス･オフ
ショアリングの把握にとって有益な情報を提供していることは疑いない｡
そこでデータの得られる1996年から2003年の年間データに基づいて概観
すると(第9表), ｢海外への再配置｣ (海外への職場移転)によるレイオフ
件数,失業者数はともにほぼ2000年以降増加し,件数では2001年,失業
者数では02年にそれぞれピークに達した後,03年にはいずれも減少してい
る｡オフショアリングが話題になった01年以降,海外への職場移転による
レイオフが増加したことは疑いないが,レイオフ全体に占める割合は,最
第9表　大量レイオフと海外への再配置
(件,人)･
大量レイオフ 刳C外への再配置 刳C外-の再配置の割合 
件数 俯鮎h??署?俯鮎h??署?俯鮎h??
1996 迭ﾃc途?,184,355 ?b?,326 ??CbR?.37% 
1997 迭ﾃc??,146,115 ??10,439 ?緜rR?.91% 
1998 迭ﾃゴ?1,227,573 ?R?,797 ?緜??.72% 
1999 迭ﾃcsR?,149,267 ?B?,683 ????.49% 
2000 迭ﾃc#?1,170,427 鼎2?,054 ?縱rR?.77% 
2001 唐ﾃ3C?1,751,368 都?15,693 ?纉RR?.90% 
2002 途ﾃ#迭?,546,976 田?17,075 ?纉2R?.10% 
2003 途ﾃ3Cb?,503,277 田"?3,205 ?繝BR?.88% 
(資料)労働統計局(http : //data.bls.gov/cgi-bin/serveymost) (2005.1.18)
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高でも02年の1%に過ぎず,とても全体の趨勢をリードしたとは言えな
い｡最新の2003年のデータをとると,レイオフ150万人に対し1.3万人,
わずか0.9%の割合にとどまったが,しかもその96%は製造業であった｡
四半期毎のデータをとると,失業者に占める割合はやや上昇するが, 2002
年のピーク時でも1.5%に達せず,大勢に変化はない(第10表)0
2004年1月からは上で見たように,オフショアリングの影響に関する統
計収集作業が強化されたが,その結果を見ても大差はなかった｡ 04年6月
に発表された第1四半期の暫定データによると,この四半期には合計1300
件, 28万人近くのレイオフが行われたが,新たに加えられた質問にしたが
って,職場の再配置がその原因になっていると回答したのは全体の件数で
は約8%,失業者では7%であった｡しかしこれには国内-の移転による
帯川表　大量レイオフと海外への再配置(四半期別)
大量レイオフ 刳C外への再配置 刳C外への再配置の割合 
件数 俯鮎h??署?俯鮎h??署?俯鮎h??
2001Ⅰ ?ﾃscR?42,954 ??2,565 ??３?.75% 
2001ⅠⅠ ?ﾃ?"?81,886 ?R?,263 ?縱"R?.88% 
2001Ⅰ1Ⅰ ?ﾃ?R?84,403 ??4,297 ??bR?.12% 
2001ⅠⅤ ?ﾃc途?42,125 ?B?,568 ?繝停R?.84% 
2002Ⅰ ?ﾃsS?334,017 ?b?,853 ?纉??.45% 
2002ⅠⅠ ?ﾃ?R?32,869 ?2?,212 ?緜３?.97% 
2002ⅠⅠⅠ ?ﾃ3??10,351 ??4,603 ????.48% 
2002ⅠⅤ ?ﾃ#Sr?69,739 ??3,407 ?纉2R?.73% 
2003Ⅰ ?ﾃs??34,621 ??4,389 ??BR?.31% 
2003ⅠⅠ ?ﾃ??457,836 ??4,205 ?繝BR?.92% 
2003ⅠⅠⅠ ?ﾃCS?301,830 ?B?,710 ?纉bR?.23% 
2003ⅠⅤ ?ﾃ?r?08,990 湯?01 ?紊BR?.22% 
(資料)労働統計局(http : //data.bls.gov/PQD/outside.jsp?servey-mi)
(2005.1.18)
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レイオフも含むから,この点を分類すると,海外-の職場移転によるレイ
オフは4633人(レイオフによる失業者全体の_1.9%),国内-の移転による
レイオフは9985人(4.2%)であり,しかも件数,失業者とも,その70%
20)
は製造業に由来した｡ 2004年初頭に質問項目が変わったため,データは直
接には比較できないが,いずれにしても,サービスのオフショアリングに
由来するレイオフの影響はきわめて小さいと結論付けられた｡その後も,
BLSは新たな質問に基づくデータを発表しているが,04年第2四半期以降
は,全体の約15%のレイオフについて事業主から情報が得られないという
理由から,件数はともかく,人数については移転先が国内か海外かという
21)
内訳を発表しなくなった｡とはいえ,職場の再配置全体による失業者は急
増していないし,内訳が発表されている件数を見ても,海外-の職場移転
によるレイオフ件数が急増しているわけでもない(第11-12表)｡確かに,
データの限界から,オフショアリングのレイオフ-の影響が過小評価され
ているという批判は否定できないが,それにしても,その度合はかなり小
第11表　レイオフと職場の再配置
レイオフ全体 剞E場の再配置 剞E場の再配置の割合 
件数 俯鮎h??署?俯鮎h??署?俯鮎h??
2004Ⅰ ?ﾃ33?276,446 ???9,978 唐紊BR?.23% 
2004ⅠⅠ ?ﾃ3S?278,031 塔b?6,240 澱?2R?.84% 
2004ⅠⅠⅠ 都??31,452 都r?6,091 湯繝rR?2.24% 
(資料) BLS, NEt4(S, November 18, 2004
第12表｢職場の再配置｣の内訳
全体 丶8､?国内 儻9k?
2004Ⅰ ?#r?8 塔b? 
2004ⅠⅠ ???3 都2? 
2004ⅠⅠⅠ 涛R?1 都?3 
(資料)第11表に同じ｡
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さいといって間違いないように思われる｡
(2)産業別雇用統計
第2の種類の統計は,雇用主ベースの給与記録の調査に基づいて,毎月
の非農業雇用者数を示す雇用現況調査(Current Employment Statistics :
CES)である｡これは30万以上の企業の雇用を毎月,産業ごとに分類した
ものであり,ここから,オフショアリングに関連する産業の雇用の趨勢を
読みとることができる｡
まず総雇用は2001年をピークに減少するが,2001年3月のリセッション
の発生から2004年6月までの期間をとると,非農業雇用全体は0.2%増加
したのに対し,オフショアリングに関連した産業の雇用の減少幅は,一様
ではないが,概して大きい｡関連ある産業の選定には商務省の『ディジタ
第13表　オフショアリングに関連ある産業の雇用変化
(%)
2001.3-04.6 ?涛?#??
非農業全体 ???.7 
法務 ?ﾃR?.3 
科学的研究.開発 ?繧?.7 
建築.エンジニアリング ?絣?.8 
ビジネスサポート 蔦?"? 
電話コールセンター 蔦"纈?.7 
ソフトウエア出版 蔦BﾃR?.6 
コンピュータシステム設計 蔦R縒?l.1 
給与計算 蔦b??.2 
ⅠSPs.検索エンジン.データ処理 蔦r??.3 
通信 蔦r??.6 
会計.簿記 蔦r纈?.5 
(資料) GAO, p.36, 38
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ルエコノミー2003年度版』とUCバークレーの研究者, Bardham andKroll
の研究に依存したとされるが(第13表),なかでは, ｢会計･簿記｣が最大
の約8%., ｢通信｣と｢ISPs (インターネットサービスプロバイダー) ･検
索エンジン･データ処理｣はいずれも約7%., ｢給与計算｣は6%, ｢コンピ
ュータシステム設計･同関連｣などは軒並み大幅な雇用の減少に見舞われ
た｡しかも,非農業雇用全体が2003年第4四半期から回復し, 04年第2四
半期までの間に約110万人(0.9%)の増加を見たのに対し,上の表のオフ
ショアリングに関連ある産業の雇用は2.1万人(0.3%)の増加にとどま
り,その後の回復も概して鈍く,振幅も大きかった｡
全国的な雇用水準の変化は,あらゆる原因に基づく雇周の減少と増大と
の差引の結果であるとして,GAOはこの時期における雇用減はオフショア
リングより2001年リセッションと生産性の上昇,ドットコムバブルの崩壊
によるところが大きいという研究を積極的に評価している｡しかし,雇用
データはオフショアリングに由来する雇用喪失を他の要因によるものから
切り離して取り出していないし,またネットの減少までには至らなくとも,
一部の仕事がグロスではオフショアリングによって失われたというのはあ
り得ることとしている｡しかし, 2001年以降に大幅に雇用を減らしたオフ
ショアリング関連のサービス産業の雇用は, 90年代には異例なほどの増加
をしており,この点から判断すると,最近の雇用喪失はかなりの程度まで
IT関連セクターにおけるドットコムバブルの崩壊によるものであったとGAO
は結論づけるのである｡
(3)職業別雇用統計
最後は,職業ごとの雇用と賃金デ｣タを提供する職業別雇用統計(Occupa-
tional EmploymentStatistics : OES)である｡これは40万以上の事業所
から毎年データを収集するが,カバーするのは400の産業, 23の職業大分
類そして770にも及ぶ小分類である｡2001年までは毎年第4四半期に40万
248
の事業所に関するサンプル調査を行ってきたが, 2002年11月には20万の
事業所に対し毎年11月と5月にサンプル調査するようになった｡このOES
のデータは,オフショアリングに関連する職業について,雇用がどのよう
に変化したかを明らかにしている｡
しばしば,サービスのオフショアリングはアメリカから高技能,高賃金
の仕事を輸出しているではないかという懸念を生んでいる｡この点に関し
てGAOは, OESのデータから見る限り,結論はそれほど単純ではないと
言う｡よく引用されるForresterの調査やすでに取りあげたBardhamand
Krollの研究をもとに,オフショアリングに関連した職業が取り出されるが
(第14表),その大部分の平均賃金はアメリカの平均賃金より高い｡しかし
労働者数で最大の2つの職業グループ, ｢事務･管理補助｣および｢販売･
関連職業｣は平均以下であった｡また, OESのデータもCES同様,特定の
原因に由来する雇用の変化を他の原因によるものから切り離して取り出し
第14表　職業別雇用の変化
(千人･%･ドル)
標準職業大分類 ???2002 兔?ｹzb?ｽ均時給 
経営管理職 途ﾃ#??,092 蔦?r?7.92 
経営.金融業務 釘ﾃcsr?,772 ??5.65 
コンピュータ.数学 ?ﾃ?b?,773 蔦??29.63 
建築.工学 ?ﾃCヲ?,411 蔦2??7.89 
生命.物理.社会科学 ?ﾃ??1,079 ??5.19 
法務 涛??35 ?繧?7.18 
芸術.デザイン.娯楽.スポーツ.メデ ィア ?ﾃS??,504 蔦?2?0.03 
販売ー関連 ?2ﾃC??3,340 蔦?b?4.72 
事務.管理補助 ?"ﾃs湯?2,755 蔦?"?3.42 
全職業(米国全体) ?#rﾃ塔?127,524 蔦?B?7.1 
*平均時給は2002年
(資料) GAO, p.40
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うる設計になっていないが,データが利周できる最新の時期である2001年
から2002年の間には,上にあげたオフショアリングに関連ある職業のう
ち,一部の雇用は減少しているが,他の一部では増加していたことが明ら
かにされた｡
最後にやや補足的だが, GAOはBLSが2003年に作成した2002年から
2012年に至る期間を対象とした中期の雇周予測をとりあげ,オフショアリ
ングの影響を窺おうとしている｡この新しい予測では,2000年から2010年
に関して調査された以前の予測より雇用の伸びが低下しているが,これは
一部は2001年リセッションを反映したものとされた｡また,最大の雇用の
伸びが予測されているIT関連職業でも,同様に,以前の予測よりは伸び率
が低下している｡なかでも｢事務･管理補助｣など学位を要しない職業につ
いて下方修正の幅が最大であった｡ BLS当局者によると,今回の雇用予測
にあたってオフショアリングの影響は体系的とまではゆかないが,職業別
雇用などについて,部分的には考慮された模様である｡したがって,新し
い予測における雇用の伸びの下方修正は,ドットコムバブルの崩壊,リセ
ッション,生産性の上昇と並んで,オフショアリングの影響によるものを
考慮した結果とされている｡なお,次回の2004年から2014年までの期間
を対象とする雇用予測では,オフショアリングに最も脅かされる職業リス
トの作成など,その影響が本格的に検討される模様である(GAO, pp.
32-41)0
このようにGAOは,オフショアリングの影響を把握する上で,連邦政府
の統計データに限界はあるが,手がかりとなることを認めている｡実際,
現状では, M LSなどの調査はオフショアリングの雇用-の影響を知る,
数少ない信頼性の高い,第一次データと評価されて良いように思われる｡
(4)民間の調査研究
連邦政府機関に先立って,すでに多数の民間コンサルティング会社など
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がオフショアリングの雇用に及ぼす影響をさまざまな角度から予測してい
る｡さらに最近では,生産性や物価,経済成長など,経済のより広い側面
に対する影響を数量化する試みも始まった｡そこでまず,これら民間の調
査研究の概要をGAOの整理をもとに(pp42-48),一部,原資科にさかの
22)
ぼって補足しながら紹介しよう｡
はじめに注意すべきは,これらの調査研究は対象とする産業や職業の範
囲,計測する経済変数そして分析の対象期間などが大きく異なり,結論も
千差万別だという事実である｡まず第1に,関心の焦点であるIT産業を中
心に予測を行ったものとしては, -イテク調査会社のGartner,Inc.の予測
が有名である｡これはオフショアリングのIT産業の雇周(IT生産および
ITサービス産業の雇用)のみならず,非IT産業におけるIT関連職業まで
-の影響を分析したものである｡調査の基礎は, ITサプライヤー,購入者
とのオフショアリングに関するプラン等の議論にあり,その結果, 2004年
末までに50万人のIT職業が海外に流出するという推計を発表した｡これ
は米国に本拠を置くIT生産およびITサービス産業の雇用の10分の1,IT
ユーザー企業のIT職の20分･の1が海外に失われることを意味した｡
同じくIT産業に焦点を絞ったものに,コンサルティング会社Global
Insight,Inc.の調査がある｡これはソフトウエアおよびサービスからなるIT
セクターにおけるオフショアリングの影響を分析した,アメリか情報技術
23)
協会(ITAT)の資金援助を得た研究である｡これによると2000年から2003
年の間に,オフショアリングによってITソフト･サービス雇用は10.4万
失われたとされる｡これは2000年のIT総雇用の2.8%に当たったが,上の
期間には, ITバブルの崩壊やリセッション,労働生産性の上昇などによっ
てITソフト･サービス雇用が全体で37.2万減少したことにも注意を喚起
している｡雇用喪失の評価としては最も控えめな推計のひとつであろう｡
実際,この調査は後にふれるように, 2003年から08年の間に,コンピュー
タ･ソフトおよびサービスのグローバルな調達支出が3倍-と増加し,こ
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れにともなって,その調達コストも40%削減されるという予測を基礎に,
それが経済のさまざまな側面-及ぼす影響がモデル分析したものが,その
結果,IT雇用も長期的にはオフショアリングによって増加するという結論
を導いている｡
第2は, ITのみならず,サービス産業･職業全体を対象とする調査であ
る｡この点でわが国でも最も著名なのは,コンサルティング会社のForrester
Researchの調査であろう｡これは,アメリカのサービス産業のなかから18
の異なる職業分･類を取り出し,これらをオフショアリングに関連する4つ
のファクターによってランク付けすることによって,2000年,2005年,2010
年そして2015年に,海外に失われる職業と雇用を予測するものであった｡
その結果, 2015年までに330万のサービス関連雇周が,そしてそのうち60
万は2005年までに,海外に失われるという結論が発表され,一時,センセ
ーショナルな話題を提供した｡
サービスセクターを対象とした,いまひとつの広く注目された研究はす
でに本文のなかに引用した,UCバークレーのBardhamおよびKrollの研
24)
究である｡ここでは,オフショアリングに関連するファクターを特定し,
これをすべてのサービス職に通用して,どの職業がオフショアリングの影
響を受けるかを算出, 2001年についてその合計を求めたものである｡彼ら
の結論は,同年に1400万人,全米の11%の雇用が海外に移転されるリスク
があると言うのであった｡しかしこのきわめて大きな数字は,影響を受け
る可能性のある最大限の数であり,実際にオフショアリングされる数では
ないとされていることに注意しておこう｡
最後に,サービスと製造業の両方を対象とした,範囲の最も広いものを
取りあげよう｡ここではGoldmanSachsの調査がよく知られており,これ
は産業ごと,職業ごとに海外に移転されうる仕事の割合を業界の専門家と
の議論から予測したものである｡アメリカの産業が海外子会社に移転した
仕事は累積でも20万以下だが,今後2 - 3年のうちに年間数十万へと増加
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し,向こう10年間には最大で600万の仕事がオフショアリングによって影
響を受けるというのである｡
以上は膨大な民間の調査研究のうち,ごくわずかなものに過ぎないが,
これらに対するGAOの評価は概して厳しい｡批判の第1は,これらの予測
が,すでにふれたようにオフショアリングの現在の規模と将来の影響につ
いて不完全な情報を与える連邦統計に基本的に頃存していることに向けら
れる｡とくに,最も広く引用されるフォレスターの推計に対しては,この
調査がOESの統計からサービス職業データを取り出し,現在の雇周に対す
るオフショアリングの影響を主観的にウエイト付けしたものと断じている｡
さらに第2の問題点としてGAOは,これらの調査研究が,影響を受ける
唯一の産業のみを対象とし,雇用流出の相殺につながる可能性のあるオフ
ショアリングの他の経済効果を考慮していないと批判する｡例えば,海外
にITサービス業務を移転することによって,米国内から関連するIT機材
の輸出が増加し,その部門では雇用が増える可能性もあるが,多くの推計
はこのような効果を考慮していない｡他にも批判点はあり,別の研究はオ
フショアリングが将来の雇用に及ぼす影響を推計する際に,ある一時点の
雇用水準のみを固定化し,他の要因によって労働市場や特定産業の規模が
時間の経過とともに変化する可能性を考慮していない,あるいは,いくつ
かの研究は統計的に有効なサーベイを用いることなく,関係者-のインタ
ビューや議論に依存しているとも批判している｡
しかし最も重要なGAOの批判は,オフショアリングによる雇用の流出
は,特定の企業や産業にとって見れば無視できない大きさだったとしても,
経済全体にとっては相対的に小さいという点である｡アメリカ経済では毎
年多数の雇用が生まれる反面,多くが失われている｡例えば, 2002年で
は,四半期毎のグロスの数字で見ると,平均790万人の雇用が創出された
一万, 800万人の雇用が失われた｡ 1990年代後半の好況期には,四半期ご
とに740万から840万の仕事が失われたが,それ以上の雇用が創出された｡
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したがって,これに比べれば,オフショアリングによる雇用の流出は,上
の最も大きな推計値をとっても,ジョブレス･リカバリーの主因にはなり
得ないというのがGAOの含意であろう｡
いまひとつのタイプの調査研究は,特定の産業や職業においての雇用が
どの桂度,失われるかという問題を越えて,オフショアリングの広い経済
的影響について分析ないし数量化したものである｡国際経済研究所(hstitute
for International Economics : ⅠIE)のある研究は,生産性のデータから,
オフショアリングによってITサービスコストの低下を享受しえた産業で
は,生産性上昇が見られたという結論を示している｡この研究はサービス
のオフショアリングをIT--ドウエアの利用増大になぞらえ,その結果,
よりコストの低い輸入がもたらす価格低下によって,広範囲の産業で生産
性上昇が実現したと論じている｡同様に,すでに一部紹介したGlobal lnsight
は,マクロ経済モデルを使ってオフショアリングの経済に対する潜在的な
影響を調査した｡その結果,オフショアリングはITサービス価格の引き下
げにつながり,インフレ圧力の後退,金利の引き下げと借り入れコストの
低下,そして最終的には,オフショアリングが行われない場合に比べ,GDP
を1000億ドル,成長率を0,1%高めるという試算を発表した｡
以上の調査研究に対してGAOは,生産性や物価,成長に関するデータに
オフショアリングの影響が反映されていることは事実としても,同時並行
的に起きるさまざまな経済現象のなかから,オフショアリングの効果だけ
を切り錐して取り出すことは困難だろうと結論付けている｡そのうえ,ア
メリカの毎年のサービス輸入は国内稔サービス消費のわずか3%,しかも,
オフショアリング･サービスはサービス輸入全体のなかでもごく小さな部
分を占めるのみという事実を指摘し,その効果の過大評価を戒める｡
ちなみに補足すれば,この最後のケースのように,オフショアリングの
アメリカ経済-のポジティブな影響を主張する研究も少なくない｡国際分
業と貿易の利益を信奉する米国の国際経済学者の間では,物議を醸した経
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済諮問委具合委兵長のマンキュー氏の発言に象徴されるように,むしろこ
れは主流と言ってよい｡例えば, 2004年春に発表されたクラインらの研究
では,詳細は不明だが, IT分野でのオフショアリングによって米国で新た
に9万人, 2008年には32万人の雇用が生まれるとしている｡また,海外の
労働者は米国労働者の補完的存在であり,労働力を海外移転したとしても
経営や物流,研究開発をはじめ,国際的なネットワークを管理する労働力
を国内で雇用する必要があることを主張する研究もある｡このほか,目立
ったところではOECDもオフショアリング推進派であり,また,『ウォール
ストリート･ジャーナル』もオフショアリングの積極面を一貫して主張し
ている｡最近では,中小企業ですらオフショアリングによって価格を引き
下げ,契約の増加に成功するとともに,国内雇用を増やした例を報告して
いる｡今ひとつ, 『フォーリンアフェア-ズ』に掲載されたシカゴ大学のDrezner
の論文は,オフショアリングが雇用喪失のスケープゴートとされたこと,
また新たなビジネストレンドの予測の中心となり,それを推し進めようと
しているのがオフショアリング契約から利益を上げようとするコンサルテ
25)
ィング会社であると辛味に指摘している｡
最後に,GAOはオフショアリングが労働者の問の所得分･配に及ぼす影響
を紹介する｡例えば, Brookingslnstitutionのある研究は,オフショアリ
ングは,長期的には,国内の全般的な雇用水準より異なる労働者の報酬に
より大きな影響を及ぼすと主旗している.同様に,--ノトド大学のD. Rodrik
は,グローバル経済においては,国際貿易は一般に,企業が生産のために
引き出しうる労働者のプールを拡大する｡その結果,肉体労働者間で競争
は激化するが,それは必ずしも国内雇用の直接の減少にはつながらず,む
しろ,賃金引き下げ圧力を生み出す｡というのは,企業が工場の再配置と
いう脅かしを周いて,労働者の交渉上の地位を弱めるためである｡それゆ
え,海外からより大きな競争に直面する職業の労働者の賃金･報酬は,他
の職業に比べ,停滞ないし低下するという｡これらの研究については,GAO
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はむしろ好意的に見える｡すなわち,オフショアリングの雇用や他の経済
変数-の直接的な影響を把握したり,また,それを経済全体に影響を及ぼ
す他の要因から切り離して取り出したりすることも難しいので,分配面へ
の影響への研究は重要だと評価している｡
むすびにかえて
以上のようにGAOの報告書は,必ずしも十分には明らかではないオフシ
ョアリングの規模や経済的影響を分析する第一歩として,関連ある連邦政
府の経済統計をかなり詳柵に検討した｡いずれも,体系的に分析されてこ
なかった事実だけに,本報告書の功績は認められてよい｡その結論は,質
易(サービス輸入),海外直接投資そして雇用の各統計は,オフショアリン
グの規模をある程度まで明らかにする手がかりを与えており,そこから明
らかになったことは,他のサービス輸入に比較すると,オフショアリング
の規模は小さいが,急速に拡大しつつあるという事実であった｡インドの
オフショアリング･サービスの供給国としての地位も,部分的には明らか
となった｡とはいえ, GAOはきわめで慎重であり,統計の不備を重視し,
事態のより完全な理解のためには,現在の政府統計データの修正や新たな
手法の開発が必要であることを力説する｡より最新データの収集,追加的
な研究の積み重ねによって,この問題-の洞察力を高めることが望ましい
政策決定につながり,さらには,オフショアリングの利益を極大化するよ
うな政策展開も可能にするであろうというのが本報告書の結論である0
筆者もまた,貿易や雇用統計がオフショアリングの理解にとって手がか
りとなるという結論に対して異論はない｡とくに,大量レイオフ統計をも
とに,不十分ながら,海外-の事業展開に基づくレイオフがこの数年のジ
ョブレス･リカバリーのなかで,きわめて控えめな役割を果たしたに過ぎ
ないと結論付けたことは,今後のオフショアリングの研究にとって無視で
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きない出発点となったように思われる｡過去二度の空洞化論争は,結局の
ところ,平行線のままで終わった｡そして,景気と雇用状態が改善される
と論争は鎮静化し,悪化すると再燃するというきわめて政治的なコースを
たどった｡しかも,この20年あまりの経済のグローバル化の進展は,新た
な企業戟略を可能にし,このような議論をますます起こりやすくしている｡
今回のオフショアリング論争がどのような結末を迎えるのかは明らかでは
ないが,いずれにせよ,それは現在の世界経済と米国経済を理解する重要
な手がかりのひとつであるだけに,今後,本格的な研究が積み重ねられて
行くであろう｡その際, GAOのこの報告書はスタートラインのひとつの素
材として評価されるように思われる｡
1 )毛利健三｢サッチャー時代の歴史的文脈｣東京大学社会科学研究所編『現代日本
社会2　国際比較[1]』東京大学出版会1991年,参照｡
2 ) Bluestone, Barry and Benett Harrison (1982) The Deindustrialization of
America,BasicBooks.中村定訳『アメリカの崩壊』日本コンサルティンググル
ープ, 1984年,および, "The HollowCorporation'' Business Week, March3,
1986｣二のBusiness Weekの有名な論文には,そのいわば語源として,ソニーの盛
田昭夫氏の著書からの引用がある｡なお以上について,ごく簡単には,鈴木直次
｢米国における産業と雇用の空洞化に関する議論について｣日本労働政策･研修機
構『産業と雇用の空洞化に関する国際比較研究』 2004年も参照｡
3 ) "The New Global Job Shift" , Business Week, February 3, 2003
4)例えば,米上院は2004年3月に,雇用を外国に移した企業(ただし,防衛とエネ
ルギーは除外)と政府機関との契約を制限する法案を可決した｡また,民主党や,
共和党を含む超党派議員は,雇用を海外に移した企業には税制上の優遇措置や信
用保証を与えないとする同趣旨の法案を提案した(『日本経済新聞』2003年3月8
日)｡また,州レベルでも,インディアナやニュージャージーでは,州政府関連の
業務委託を国内企業に限定する法案が提出されているという｡
5 )この機関は,従来のGeneral AccountingOffice (GAO :会計検査院)が2004年
7月に成立したTheGAO HumanCapital ReformAct of2004により,上述の
名称へと変更されたものである｡ GAOは元来,各省庁の施策や予算執行の状況を
監督･調査する議会の下部機関として発足したが,最近では,その業務内容が次
第に拡大し,会計検査にとどまらず,省庁の施策の評価や業績の測定,幹部職員
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の評価,さまざまな法律やトピックに関する調査-と広がり,後者が全体の85%
を占めるようになった(http : //e-public.nttdata.co.jp/f/repo/213_u 0405/u 0405.
asp) (2004/12/26)なお,邦語訳は必ずしも確定していないようで,駐日米国大使
館(アメリカセンター)のHPでも, ｢政府説明責任院｣と｢政府説明責任局｣の
双方が存在し,わが国会計検査院のHPでは,従来通り,会計検査院と訳出して
いる.なおこの報告書は, Government Accountability Officeのホームページ
(http : //www.gao.gov/new.items/do 4932.pdf)から入手できる｡ (2004.12.10)
6)以下の叙述はとくに断わらない限りこの報告書(GAOと略す)によるので,引用
頁数はごく大まかに注記するにとどめる｡
7)例えば, 『日本経済新聞』2004年6月17日(夕刊)｡あわせて,同紙は, ｢雇用の
海外移転｣を指すことにもふれている(2004年3月8日)0
8)たとえば, 『みずほリサーチ』 2004年7月号13頁所収の｢今月のキーワード｣参
照｡
9)この点では, 9.11以後のビザ発給の厳格も影響しているという指摘も多い｡ビザ
の技術者枠の発給も制限されたため,海外の技術者をアメリカに呼び寄せる代わ
りに,オフショアリングに走ったというのである｡
10) "The New Global Job Shift", Business Week, February 3, 2003. Elect710nics
Business, March 2004. 2003年末に,パソコン大手のデル社は,米国向け顧客対
応サービスの一部を米国に戻すと発表した｡応対者の知識や語学力の不足により
顧客満足度が低下したためであり,米国本社内に大口の企業サポートセンターを
新設したという｡ただし,ヨーロッパや日本向けにはインドから対応するという｡
ll)これにはかなり大量の表が含まれるが,米経済分析局のHP (http : //www.bea.
gov/bea/di/1001/serv/intlserv.htm),で入手できる(2005,1.5)o本稿で取り扱
う貿易統計はすべてここから得られている｡
12) ｢コンピュータ･情報サービス｣は｢コンピュータ･データ処理サービス｣と｢デ
ータベース･その他情報サービス｣の合計であり,インドからの輸入額も2002年
までは後2者それぞれの数字が明らかにされていたが,理由は不明だが, 2003年
2000 ???2002 ??2?
｢コンピュータ.情報サービス｣ ?3R?24 ?c?330 
｢コンピュータ.チ-タ処理サービス｣ ?32?19 ?S?n.a, 
｢データベース.その他情報サービス｣ ?? ??.a. 
｢経常.コンサルティング.サービス ?2?7 免ﾂ?8 
｢研究.開発.試験サービス｣ ??16 ?B?4 
その他のオフショアリング関連サービスのインドからの輸入は必ずしも増
加していない｡
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には合計の数字が得られるのみとなった｡ちなみに2000年以降のインドからの輸
入額は以下の通り｡ (単位:百万ドル)
13)表示していないが,同様に, ｢研究･開発･試験サービス｣ ｢経営･コンサルティ
ング･PRサービス｣の輸入は,カナダ･ヨーロッパあるいはラテンアメリカとい
う従来からの主要地域からのものが増加し,アジア･太平洋地域は概して伸び悩
んでいる｡これら品目でのインドのシェアはきわめて小さい｡
14)経済産業省『通商白書2004年度版』第1章第2節参照｡
15)このほか,ポーランド(45%)チェコ(30%),また途上国には分類されないが,
シンガポール(最大の197%),アイルランド(66%),香港(57%)の伸びが大き
かった｡
16)ここでいう｢情報産業｣とは, NAICS (北米標準産業分類コード)によって新た
に作られた産業分額で, ｢情報および文化的な製品を生産する産業｣を指すo　この
産業で生み出されるGDPの半分以上は放送,通信業に由来し,残りの大部分は出
版と情報サービスおよびデータ処理サービスからなるとされている｡U. S.Depart-
ment of Commerce, Survey of Current Business, March 2002, p. 30,
17) GAOpp.28-31では,連邦および州地方政府のオフショアリングにも論及がある
が,本年度では除外した｡
18)本来ならば,シンガポール,インド,マレーシア,フィリピンなどオフショアリ
ングで注目されている国々の産業別投資残高の推移を検討したいのだが,産業分
類の問題や重要な数字の欠落があり,ほとんど結論らしきものが導き出せない｡
ちなみに,文末の付表を参照｡確実をことは言えないが,オフショアリングの最
大の焦点となる情報産業にしても専門･科学･技術サービスにしても規模は小さ
く,これら産業の投資の増加が全体の投資残高の増大を促したとは言えないこと
は明らかである｡
19)一般に,連続する5週間にひとつの事業所から,少なくとも50人を解雇する(50
人が新規失業保険申請を行う)ことをMassLayoffと呼び,このうち,失業期間
が30日以上に及ぶレイオフをExtended (mass) Layoffと呼ぶ｡
20) BLS, NEt帽, "Extended Mass Layoffs associatedwith domestic and Overseas
Relocations, First Quarter 2004", June 10, 2004.
21) BLS, NEt作, "Extended Mass Layoffs in the Third Quarter of 2004", Novem-
ber 18, 2004. BLSは現在,より詳細な情報の収集方法を検討中であり,将来は,
この内訳の公表を再開できると言っているが,皮肉なことに,現在では,オフシ
ョアリングによる影響を検討する材料は2003年以前より乏しくなってしまった｡
22) GAO, pp.44-45に一覧表がある｡ただし,叙述スペースが限られているせいか,
必ずしも十分な要約になっていないものも散見される｡
23) IATA, Executive Summa77 : The Comprehensive Impact of Ojfsho71e ZT Soft-
ware and Se7m'ces Outsourcing on the U.S. Economy and the ZT Zndust7y,
オフショアリングと｢産業空洞化｣　　259
P7砂wed by Global Insl'ght (USA) , Inc., March, 2004参照.
24) Ashok D, Bardham and Cynthia Kroll, "The New Wave of Outsourcing'',
Fisher Center for Real Estate & Urban Economics, University of California,
Berkeley, 2003.
25)日本労働政策･研修機構｢海外労働情報｣ 2004年6月(http : //www.jil.go.jp/for-
eign/jouhou/2004I6/america_01.htm) (2004. 12.20) , Financial Tl'mes, April 2,
2004, Wall Street Journal, March 30, 2004 Drezner, Daniel W., "The Outsourc-
ing Bogeyman" Foreign Ajfai7S, May-Jane 2004.などによる｡
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